
資料４ 

 

「ディペンデント・コントラクター」に関する法制度 

 

・  民法（明治２９年法律第８９号）（抄）  

・  労働基準法（昭和２２年法律第４９号）（抄）  

・  労働基準法施行規則（昭和２２年厚生労働省令第２３号）（抄） 

・  労働契約法（平成１９年法律第１２８号）（抄） 

・  労働組合法（昭和２４年法律第１７４号）（抄） 

・  私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５   

    ４号）（抄） 

・  不公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正取引委員会告示第１５号）

（抄） 

・  下請代金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号）（抄）  

・  建設業法（昭和２４年法律第１００号）（抄）  

・  家内労働法（昭和４５年法律第６０号）（抄）  

・  労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）（抄）  

 

 

○  民法（明治２９年法律第８９号）（抄）  

（基本原則） 

第１条 （第１項 略）  

２  権利の行使及び義務の履行は、信義に従い誠実に行わなければならない。  

３  権利の濫用は、これを許さない。  

 

（雇用） 

第６２３条 雇用は、当事者の一方が相手方に対して労働に従事することを約

し、相手方がこれに対してその報酬を与えることを約することによって、そ

の効力を生ずる。  

 

（請負）  

 第６３２条 請負は、当事者の一方がある仕事を完成することを約し、相手方

がその仕事の結果に対してその報酬を支払うことを約することによって、そ

の効力を生ずる。  

 

（報酬の支払時期）  

第６３３条  報酬は、仕事の目的物の引渡しと同時に、支払わなければならな



 

 

い。ただし、物の引渡しを要しないときは、第６２４条第１項の規定を準用

する。  

 

第６３５条 仕事の目的物に瑕疵があり、そのために契約をした目的を達する

ことができないときは、注文者は、契約の解除をすることができる。ただし、

建物その他の土地の工作物については、この限りでない。  

 

第６３８条 建物その他の土地の工作物の請負人は、その工作物又は地盤の瑕

疵について、引渡しの後５年間その担保の責任を負う。ただし、この期間は、

石造、土造、れんが造、コンクリート造、金属造その他これらに類する構造

の工作物については、１０年とする。  

２  工作物が前項の瑕疵によって滅失し、又は損傷したときは、注文者は、そ

の滅失又は損傷の時から１年以内に、第６３４条の規定による権利を行使し

なければならない。  

 

（注文者による契約の解除）  

第６４１条 請負人が仕事を完成しない間は、注文者は、いつでも損害を賠償

して契約の解除をすることができる。  

 

（注文者についての破産手続の開始による解除）  

第６４２条 注文者が破産手続開始の決定を受けたときは、請負人又は破産管

財人は、契約の解除をすることができる。この場合において、請負人は、既

にした仕事の報酬及びその中に含まれていない費用について、破産財団の配

当に加入することができる。  

２  前項の場合には、契約の解除によって生じた損害の賠償は、破産管財人が

契約の解除をした場合における請負人に限り、請求することができる。この

場合において、請負人は、その損害賠償について、破産財団の配当に加入す

る。  

 

 

○ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）（抄）  

（定義）  

第９条 この法律で「労働者」とは、職業の種類を問わず、事業又は事務所（以

下「事業」という。）に使用される者で、賃金を支払われる者をいう。 

 

（時間計算） 



 

 

第 38条の３ 使用者が、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合が

あるときはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がないときは

労働者の過半数を代表する者との書面による協定により、次に掲げる事項を

定めた場合において、労働者を第１号に掲げる業務に就かせたときは、当該

労働者は、厚生労働省令で定めるところにより、第２号に掲げる時間労働し

たものとみなす。 

一 業務の性質上その遂行の方法を大幅に当該業務に従事する労働者の裁量

にゆだねる必要があるため、当該業務の遂行の手段及び時間配分の決定等

に関し使用者が具体的な指示をすることが困難なものとして厚生労働省令

で定める業務のうち、労働者に就かせることとする業務（以下この条にお

いて「対象業務」という。） 

二 対象業務に従事する労働者の労働時間として算定される時間 

三 対象業務の遂行の手段及び時間配分の決定等に関し、当該対象業務に従

事する労働者に対し使用者が具体的な指示をしないこと。 

四 対象業務に従事する労働者の労働時間の状況に応じた当該労働者の健康

及び福祉を確保するための措置を当該協定で定めるところにより使用者が

講ずること。 

五 対象業務に従事する労働者からの苦情の処理に関する措置を当該協定で

定めるところにより使用者が講ずること。 

六 前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項 

２ 略 

 

※ 労働基準法施行規則（昭和２２年厚生労働省令第２３号） 

（裁量労働の時間計算） 

第二十四条の二の二  法第三十八条の三第一項 の規定は、法第四章 の労働時

間に関する規定の適用に係る労働時間の算定について適用する。  

２  法第三十八条の三第一項第一号 の厚生労働省令で定める業務は、次のと

おりとする。  

一  新商品若しくは新技術の研究開発又は人文科学若しくは自然科学に関

する研究の業務  

二  情報処理システム（電子計算機を使用して行う情報処理を目的として複

数の要素が組み合わされた体系であつてプログラムの設計の基本となる

ものをいう。）の分析又は設計の業務  

三  新聞若しくは出版の事業における記事の取材若しくは編集の業務又は

放送法 （昭和二十五年法律第百三十二号）第二条第四号 に規定する放送

番組若しくは有線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律 （昭和二十六

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%4f%8f%5c%94%aa%8f%f0%82%cc%8e%4f%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003800300000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003800300000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003800300000001000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%6c%8f%cd&ANCHOR_F=1000000000004000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000004000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000#1000000000004000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%93%f1%96%40%8e%6c%8b%e3&REF_NAME=%96%40%91%e6%8e%4f%8f%5c%94%aa%8f%f0%82%cc%8e%4f%91%e6%88%ea%8d%80%91%e6%88%ea%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000003800300000001000000001000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000003800300000001000000001000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000003800300000001000000001000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%95%fa%91%97%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%8c%dc%96%40%88%ea%8e%4f%93%f1&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%8e%6c%8d%86&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000002000000004000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%8e%4f%8c%dc&REF_NAME=%97%4c%90%fc%83%89%83%57%83%49%95%fa%91%97%8b%c6%96%b1%82%cc%89%5e%97%70%82%cc%8b%4b%90%b3%82%c9%8a%d6%82%b7%82%e9%96%40%97%a5&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=


 

 

年法律第百三十五号）第二条 に規定する有線ラジオ放送若しくは有線テレ

ビジョン放送法 （昭和四十七年法律第百十四号）第二条第一項 に規定す

る有線テレビジョン放送の放送番組（以下「放送番組」と総称する。）の制

作のための取材若しくは編集の業務  

四  衣服、室内装飾、工業製品、広告等の新たなデザインの考案の業務  

五  放送番組、映画等の制作の事業におけるプロデューサー又はディレクタ

ーの業務  

六  前各号のほか、厚生労働大臣の指定する業務  

 

第 38条の４ 賃金、労働時間その他の当該事業場における労働条件に関する事

項を調査審議し、事業主に対し当該事項について意見を述べることを目的と

する委員会（使用者及び当該事業場の労働者を代表する者を構成員とするも

のに限る。）が設置された事業場において、当該委員会がその委員の５分の

４以上の多数による議決により次に掲げる事項に関する決議をし、かつ、使

用者が、厚生労働省令で定めるところにより当該決議を行政官庁に届け出た

場合において、第２号に掲げる労働者の範囲に属する労働者を当該事業場に

おける第１号に掲げる業務に就かせたときは、当該労働者は、厚生労働省令

で定めるところにより、第３号に掲げる時間労働したものとみなす。 

一  事業の運営に関する事項についての企画、立案、調査及び分析の業務で

あつて、当該業務の性質上これを適切に遂行するにはその遂行の方法を大

幅に労働者の裁量にゆだねる必要があるため、当該業務の遂行の手段及び

時間配分の決定等に関し使用者が具体的な指示をしないこととする業務

（以下この条において「対象業務」という。） 

二 対象業務を適切に遂行するための知識、経験等を有する労働者であつて、

当該対象業務に就かせたときは当該決議で定める時間労働したものとみな

されることとなるものの範囲 

三  対象業務に従事する前号に掲げる労働者の範囲に属する労働者の労働時

間として算定される時間 

四  対象業務に従事する第２号に掲げる労働者の範囲に属する労働者の労働

時間の状況に応じた当該労働者の健康及び福祉を確保するための措置を当

該決議で定めるところにより使用者が講ずること。 

五  対象業務に従事する第２号に掲げる労働者の範囲に属する労働者から

の苦情の処理に関する措置を当該決議で定めるところにより使用者が講ず

ること。 

六  使用者は、この項の規定により第２号に掲げる労働者の範囲に属する労

働者を対象業務に就かせたときは第３号に掲げる時間労働したものとみな

http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%93%f1%98%5a%96%40%88%ea%8e%4f%8c%dc&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000000000000000000000000
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8e%b5%96%40%88%ea%88%ea%8e%6c&REF_NAME=%97%4c%90%fc%83%65%83%8c%83%72%83%57%83%87%83%93%95%fa%91%97%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8e%b5%96%40%88%ea%88%ea%8e%6c&REF_NAME=%97%4c%90%fc%83%65%83%8c%83%72%83%57%83%87%83%93%95%fa%91%97%96%40&ANCHOR_F=&ANCHOR_T=
http://law.e-gov.go.jp/cgi-bin/idxrefer.cgi?H_FILE=%8f%ba%8e%6c%8e%b5%96%40%88%ea%88%ea%8e%6c&REF_NAME=%91%e6%93%f1%8f%f0%91%e6%88%ea%8d%80&ANCHOR_F=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000&ANCHOR_T=1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000#1000000000000000000000000000000000000000000000000200000000001000000000000000000


 

 

すことについて当該労働者の同意を得なければならないこと及び当該同意

をしなかつた当該労働者に対して解雇その他不利益な取扱いをしてはなら

ないこと。 

七  前各号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める事項 

２ 前項の委員会は、次の各号に適合するものでなければならない。 

一 当該委員会の委員の半数については、当該事業場に、労働者の過半数で

組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で

組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者に厚

生労働省令で定めるところにより任期を定めて指名されていること。 

二  当該委員会の議事について、厚生労働省令で定めるところにより、議事

録が作成され、かつ、保存されるとともに、当該事業場の労働者に対する

周知が図られていること。 

三  前２号に掲げるもののほか、厚生労働省令で定める要件 

３ 厚生労働大臣は、対象業務に従事する労働者の適正な労働条件の確保を図

るために、労働政策審議会の意見を聴いて、第１項各号に掲げる事項その他

同項の委員会が決議する事項について指針を定め、これを公表するものとす

る。 

４ 第１項の規定による届出をした使用者は、厚生労働省令で定めるところに

より、定期的に、同項第４号に規定する措置の実施状況を行政官庁に報告し

なければならない。 

５ 第１項の委員会においてその委員の５分の４以上の多数による議決により

第 32 条の２第１項、第 32 条の３、第 32 条の４第１項及び第２項、第 32 条

の５第１項、第 34 条第２項ただし書、第 36 条第１項、第 38 条の２第２項、

前条第１項並びに次条第５項及び第６項ただし書に規定する事項について決

議が行われた場合における第 32条の２第１項、第 32条の３、第 32条の４第

１項から第３項まで、第 32条の５第１項．第 34条第２項ただし書、第 36条、

第 38条の２第２項、前条第１項並びに次条第５項及び第６項ただし書の規定

の適用については、第 32条の２第１項中「協定」とあるのは「協定若しくは

第 38条の４第１項に規定する委員会の決議（第 106条第１項を除き、以下「決

議」という。）」と、第 32 条の３、第 32 条の４第１項から第３項まで、第

32条の５第１項、第 34条第２項ただし書、第 36条第２項、第 38条の２第２

項、前条第１項並びに次条第５項及び第６項ただし書中「協定」とあるのは

「協定又は決議」と、第 32条の４第２項中「同意を得て」とあるのは「同意

を得て、又は決議に基づき」と、第 36条第１項中「届け出た場合」とあるの

は「届け出た場合又は決議を行政官庁に届け出た場合」と、「その協定」と

あるのは「その協定又は決議」と、同条第３項中「又は労働者の過半数を代
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表する者」とあるのは「若しくは労働者の過半数を代表する者又は同項の決

議をする委員」と、「当該協定」とあるのは「当該協定又は当該決議」と、

同条第４項中「又は労働者の過半数を代表する者」とあるのは「若しくは労

働者の過半数を代表する者又は同項の決議をする委員」とする。 

 

 

○ 労働契約法（平成１９年法律第１２８号）（抄） 

（定義）  

第２条 この法律において「労働者」とは、使用者に使用されて労働し、賃金

を支払われる者をいう。  

 

 

 ○ 労働組合法（昭和２４年法律第１７４号）  （抄） 

（労働者）  

第３条 この法律で「労働者」とは、職業の種類を問わず、賃金、給料その他

これに準ずる収入によつて生活する者をいう。 

 

（不当労働行為） 

第７条 使用者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

一 労働者が労働組合の組合員であること、労働組合に加入し、若しくはこ

れを結成しようとしたこと若しくは労働組合の正当な行為をしたことの故

をもつて、その労働者を解雇し、その他これに対して不利益な取扱いをす

ること又は労働者が労働組合に加入せず、若しくは労働組合から脱退する

ことを雇用条件とすること。ただし、労働組合が特定の工場事業場に雇用

される労働者の過半数を代表する場合において、その労働者がその労働組

合の組合員であることを雇用条件とする労働協約を締結することを妨げる

ものではない。 

二 使用者が雇用する労働者の代表者と団体交渉をすることを正当な理由が

なくて拒むこと。 

三 労働者が労働組合を結成し、若しくは運営することを支配し、若しくは

これに介入すること、又は労働組合の運営のための経費の支払につき経理

上の援助を与えること。ただし、労働者が労働時間中に時間又は賃金を失

うことなく使用者と協議し、又は交渉することを使用者が許すことを妨げ

るものではなく、かつ、厚生資金又は経済上の不幸若しくは災厄を防止し、

若しくは救済するための支出に実際に用いられる福利その他の基金に対す

る使用者の寄附及び最小限の広さの事務所の供与を除くものとする。 



 

 

四 労働者が労働委員会に対し使用者がこの条の規定に違反した旨の申立て

をしたこと若しくは中央労働委員会に対し第 27 条の 12 第１項の規定によ

る命令に対する再審査の申立てをしたこと又は労働委員会がこれらの申立

てに係る調査若しくは審問をし、若しくは当事者に和解を勧め、若しくは

労働関係調整法（昭和 21 年法律第 25 号）による労働争議の調整をする場

合に労働者が証拠を提示し、若しくは発言をしたことを理由として、その

労働者を解雇し、その他これに対して不利益な取扱いをすること。 

 

 

○ 私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５   

４号）（抄） 

第２条 第１項～第８項及び第１０項 略 

９ この法律において「不公正な取引方法」とは、次の各号のいずれかに該当

する行為であつて、公正な競争を阻害するおそれがあるもののうち、公正取

引委員会が指定するものをいう。  

一  不当に他の事業者を差別的に取り扱うこと。  

二  不当な対価をもつて取引すること。  

三  不当に競争者の顧客を自己と取引するように誘引し、又は強制すること。  

四  相手方の事業活動を不当に拘束する条件をもつて取引すること。  

五  自己の取引上の地位を不当に利用して相手方と取引すること。  

六  自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係

にある他の事業者とその取引の相手方との取引を不当に妨害し、又は当該

事業者が会社である場合において、その会社の株主若しくは役員をその会

社の不利益となる行為をするように、不当に誘引し、そそのかし、若しく

は強制すること。 

 

   

○ 不公正な取引方法（昭和五十七年公正取引委員会告示第十五号） 

  私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五

十四号）第二条第九項の規定により、不公正な取引方法（昭和二十八年公正

取引委員会告示第十一号）の全部を次のように改正し、昭和五十七年九月一

日から施行する。 

（共同の取引拒絶） 

１ 正当な理由がないのに、自己と競争関係にある他の事業者（以下「競争者」

という。）と共同して、次の各号のいずれかに掲げる行為をすること。 

一 ある事業者に対し取引を拒絶し又は取引に係る商品若しくは役務の数量

http://www.houko.com/00/01/S24/174.HTM#027-12
http://www.houko.com/00/01/S21/025.HTM#top
http://www.jftc.go.jp/dk/lawdk.html
http://www.jftc.go.jp/dk/lawdk.html#2-9jou


 

 

若しくは内容を制限すること。 

二 他の事業者に前号に該当する行為をさせること。 

（その他の取引拒絶） 

２ 不当に、ある事業者に対し取引を拒絶し若しくは取引に係る商品若しくは

役務の数量若しくは内容を制限し、又は他の事業者にこれらに該当する行為

をさせること。 

（差別対価） 

３ 不当に、地域又は相手方により差別的な対価をもつて、商品若しくは役務

を供給し、又はこれらの供給を受けること。 

（取引条件等の差別取扱い） 

４ 不当に、ある事業者に対し取引の条件又は実施について有利な又は不利な

取扱いをすること。 

（事業者団体における差別取扱い等） 

５  事業者団体若しくは共同行為からある事業者を不当に排斥し、又は事業者

団体の内部若しくは共同行為においてある事業者を不当に差別的に取り扱い、

その事業者の事業活動を困難にさせること。 

（不当廉売） 

６ 正当な理由がないのに商品又は役務をその供給に要する費用を著しく下回

る対価で継続して供給し、その他不当に商品又は役務を低い対価で供給し、

他の事業者の事業活動を困難にさせるおそれがあること。 

（不当高価購入） 

７  不当に商品又は役務を高い対価で購入し、他の事業者の事業活動を困難に

させるおそれがあること。 

（ぎまん的顧客誘引） 

８  自己の供給する商品又は役務の内容又は取引条件その他これらの取引に関

する事項について、実際のもの又は競争者に係るものよりも著しく優良又は

有利であると顧客に誤認させることにより、競争者の顧客を自己と取引する

ように不当に誘引すること。 

（不当な利益による顧客誘引） 

９  正常な商慣習に照らして不当な利益をもつて、競争者の顧客を自己と取引

するように誘引すること。 

（抱き合わせ販売等） 

10  相手方に対し、不当に、商品又は役務の供給に併せて他の商品又は役務を

自己又は自己の指定する事業者から購入させ、その他自己又は自己の指定す

る事業者と取引するように強制すること。 

（排他条件付取引） 



 

 

11  不当に、相手方が競争者と取引しないことを条件として当該相手方と取引

し、競争者の取引の機会を減尐させるおそれがあること。 

（再販売価格の拘束） 

12  自己の供給する商品を購入する相手方に、正当な理由がないのに、次の各

号のいずれかに掲げる拘束の条件をつけて、当該商品を供給すること。 

一  相手方に対しその販売する当該商品の販売価格を定めてこれを維持させ

ることその他相手方の当該商品の販売価格の自由な決定を拘束すること。 

二 相手方の販売する当該商品を購入する事業者の当該商品の販売価格を定

めて相手方をして当該事業者にこれを維持させることその他相手方をして

当該事業者の当該商品の販売価格の自由な決定を拘束させること。 

（拘束条件付取引） 

13 前二項に該当する行為のほか、相手方とその取引の相手方との取引その他

相手方の事業活動を不当に拘束する条件をつけて、当該相手方と取引するこ

と。 

（優越的地位の濫用） 

14 自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣

習に照らして不当に、次の各号のいずれかに掲げる行為をすること。 

一 継続して取引する相手方に対し、当該取引に係る商品又は役務以外の商

品又は役務を購入させること。 

二 継続して取引する相手方に対し、自己のために金銭、役務その他の経済

上の利益を提供させること。 

三 相手方に不利益となるように取引条件を設定し、又は変更すること。 

四前三号に該当する行為のほか、取引の条件又は実施について相手方に不

利益を与えること。 

五 取引の相手方である会社に対し、当該会社の役員（私的独占の禁止及び

公正取引の確保に関する法律（昭和二十二年法律第五十四号）第二条第三

項の役員をいう。以下同じ。）の選任についてあらかじめ自己の指示に従わ

せ、又は自己の承認を受けさせること。 

（競争者に対する取引妨害） 

15 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にあ

る他の事業者とその取引の相手方との取引について、契約の成立の阻止、契

約の不履行の誘引その他いかなる方法をもつてするかを問わず、その取引を

不当に妨害すること。 

（競争会社に対する内部干渉） 

16 自己又は自己が株主若しくは役員である会社と国内において競争関係にあ

る会社の株主又は役員に対し、株主権の行使、株式の譲渡、秘密の漏えいそ



 

 

の他いかなる方法をもつてするかを問わず、その会社の不利益となる行為を

するように、不当に誘引し、そそのかし、又は強制すること。 

 

 

○ 下請代金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号）（抄）  

（目的）  

第１条 この法律は、下請代金の支払遅延等を防止することによつて、親事業

者の下請事業者に対する取引を公正ならしめるとともに、下請事業者の利益

を保護し、もつて国民経済の健全な発達に寄与することを目的とする。  

 

（下請代金の支払期日）  

第２条の２ 下請代金の支払期日は、親事業者が下請事業者の給付の内容につ

いて検査をするかどうかを問わず、親事業者が下請事業者の給付を受領した

日（役務提供委託の場合は、下請事業者がその委託を受けた役務の提供をし

た日。次項において同じ。）から起算して、６０日の期間内において、かつ、

できる限り短い期間内において、定められなければならない。  

２  下請代金の支払期日が定められなかつたときは親事業者が下請事業者の

給付を受領した日が、前項の規定に違反して下請代金の支払期日が定められ

たときは親事業者が下請事業者の給付を受領した日から起算して６０日を経

過した日の前日が下請代金の支払期日と定められたものとみなす。  

 

（書面の交付等）  

第３条 親事業者は、下請事業者に対し製造委託等をした場合は、直ちに、公

正取引委員会規則で定めるところにより下請事業者の給付の内容、下請代金

の額、支払期日及び支払方法その他の事項を記載した書面を下請事業者に交

付しなければならない。ただし、これらの事項のうちその内容が定められな

いことにつき正当な理由があるものについては、その記載を要しないものと

し、この場合には、親事業者は、当該事項の内容が定められた後直ちに、当

該事項を記載した書面を下請事業者に交付しなければならない。  

２  親事業者は、前項の規定による書面の交付に代えて、政令で定めるところ

により、当該下請事業者の承諾を得て、当該書面に記載すべき事項を電子情

報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて

公正取引委員会規則で定めるものにより提供することができる。この場合に

おいて、当該親事業者は、当該書面を交付したものとみなす。  

 

（親事業者の遵守事項）  



 

 

第４条 親事業者は、下請事業者に対し製造委託等をした場合は、次の各号（役

務提供委託をした場合にあつては、第１号及び第４号を除く。）に掲げる行

為をしてはならない。  

一 下請事業者の責に帰すべき理由がないのに、下請事業者の給付の受領を

拒むこと。  

二 下請代金をその支払期日の経過後なお支払わないこと。  

三 下請事業者の責に帰すべき理由がないのに、下請代金の額を減ずること。  

四 下請事業者の責に帰すべき理由がないのに、下請事業者の給付を受領し

た後、下請事業者にその給付に係る物を引き取らせること。  

五 下請事業者の給付の内容と同種又は類似の内容の給付に対し通常支払わ

れる対価に比し著しく低い下請代金の額を不当に定めること。  

六  下請事業者の給付の内容を均質にし又はその改善を図るため必要があ

る場合その他正当な理由がある場合を除き、自己の指定する物を強制して

購入させ、又は役務を強制して利用させること。  

七  親事業者が第１号若しくは第２号に掲げる行為をしている場合若しく

は第３号から前号までに掲げる行為をした場合又は親事業者について次項

各号の一に該当する事実があると認められる場合に下請事業者が公正取引

委員会又は中小企業庁長官に対しその事実を知らせたことを理由として、

取引の数量を減じ、取引を停止し、その他不利益な取扱いをすること。  

  

２  親事業者は、下請事業者に対し製造委託等をした場合は、次の各号（役務

提供委託をした場合にあつては、第１号を除く。）に掲げる行為をすること

によつて、下請事業者の利益を不当に害してはならない。 

一  自己に対する給付に必要な半製品、部品、附属品又は原材料（以下「原

材料等」という。）を自己から購入させた場合に、下請事業者の責めに帰

すべき理由がないのに、当該原材料等を用いる給付に対する下請代金の支

払期日より早い時期に、支払うべき下請代金の額から当該原材料等の対価

の全部若しくは一部を控除し、又は当該原材料等の対価の全部若しくは一

部を支払わせること。  

二  下請代金の支払につき、当該下請代金の支払期日までに一般の金融機関

（預金又は貯金の受入れ及び資金の融通を業とする者をいう。）による割      

引を受けることが困難であると認められる手形を交付すること。  

三  自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること。  

四  下請事業者の責めに帰すべき理由がないのに、下請事業者の給付の内容

を変更させ、又は下請事業者の給付を受領した後に（役務提供委託の場合

は、下請事業者がその委託を受けた役務の提供をした後に）給付をやり直



 

 

させること。  

  

（書類等の作成及び保存）  

第５条 親事業者は、下請事業者に対し製造委託等をした場合は、公正取引委

員会規則で定めるところにより、下請事業者の給付、給付の受領（役務提供

委託をした場合にあつては、下請事業者がした役務を提供する行為の実施）、

下請代金の支払その他の事項について記載し又は記録した書類又は電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によつては認識することができ

ない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の用に供され

るものをいう。以下同じ。）を作成し、これを保存しなければならない。  

 

（中小企業庁長官の請求）  

第６条 中小企業庁長官は、親事業者が第４条第１項第１号、第２号若しくは

第７号に掲げる行為をしているかどうか若しくは同項第３号から第６号まで

に掲げる行為をしたかどうか又は親事業者について同条第２項各号の一に該

当する事実があるかどうかを調査し、その事実があると認めるときは、公正

取引委員会に対し、この法律の規定に従い適当な措置をとるべきことを求め

ることができる。  

 

（勧告）  

第７条 公正取引委員会は、親事業者が第４条第１項第１号、第２号又は第７

号に掲げる行為をしていると認めるときは、その親事業者に対し、速やかに

その下請事業者の給付を受領し、その下請代金若しくはその下請代金及び第

４条の２の規定による遅延利息を支払い、又はその不利益な取扱いをやめる

べきことその他必要な措置をとるべきことを勧告するものとする。  

２  公正取引委員会は、親事業者が第４条第１項第３号から第６号までに掲げ

る行為をしたと認めるときは、その親事業者に対し、速やかにその減じた額

を支払い、その下請事業者の給付に係る物を再び引き取り、その下請代金の

額を引き上げ、又はその購入させた物を引き取るべきことその他必要な措置

をとるべきことを勧告するものとする。  

３  公正取引委員会は、親事業者について第４条第２項各号のいずれかに該当

する事実があると認めるときは、その親事業者に対し、速やかにその下請事

業者の利益を保護するため必要な措置をとるべきことを勧告するものとする。  

 

 

○  建設業法（昭和２４年法律第１００号）（抄）  



 

 

（建設工事の請負契約の原則）  

第１８条 建設工事の請負契約の当事者は、各々の対等な立場における合意に

基いて公正な契約を締結し、信義に従つて誠実にこれを履行しなければなら

ない。  

 

（建設工事の請負契約の内容）  

第１９条 建設工事の請負契約の当事者は、前条の趣旨に従つて、契約の締結

に際して次に掲げる事項を書面に記載し、署名又は記名押印をして相互に交

付しなければならない。 

一  工事内容  

二  請負代金の額  

三  工事着手の時期及び工事完成の時期  

四  請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対する支払の定め

をするときは、その支払の時期及び方法  

五  当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しくは工事の全部若

しくは一部の中止の申出があつた場合における工期の変更、請負代金の額

の変更又は損害の負担及びそれらの額の算定方法に関する定め  

六  天災その他不可抗力による工期の変更又は損害の負担及びその額の算

定方法に関する定め  

七  価格等（物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）第２条に規定する価

格等をいう。）の変動若しくは変更に基づく請負代金の額又は工事内容の

変更  

七 の二 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における賠償金の負

担に関する定め  

七 の三 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械その他の機械

を貸与するときは、その内容及び方法に関する定め  

八  注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための検査の時期及び

方法並びに引渡しの時期  

九  工事完成後における請負代金の支払の時期及び方法  

十  各当事者の履行の遅滞その他債務の不履行の場合における遅延利息、違

約金その他の損害金  

十 一 契約に関する紛争の解決方法  

  

２  請負契約の当事者は、請負契約の内容で前項に掲げる事項に該当するもの

を変更するときは、その変更の内容を書面に記載し、署名又は記名押印をし

て相互に交付しなければならない。  



 

 

３  建設工事の請負契約の当事者は、前２項の規定による措置に代えて、政令

で定めるところにより、当該契約の相手方の承諾を得て、電子情報処理組織

を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する方法であつて、当該各項

の規定による措置に準ずるものとして国土交通省令で定めるものを講ずる

ことができる。この場合において、当該国土交通省令で定める措置を講じた

者は、当該各項の規定による措置を講じたものとみなす。  

 

（不当に低い請負代金の禁止）  

第１９条の３ 注文者は、自己の取引上の地位を不当に利用して、その注文し

た建設工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない金額を請

負代金の額とする請負契約を締結してはならない。  

 

（不当な使用資材等の購入強制の禁止） 

第１９条の４ 注文者は、請負契約の締結後、自己の取引上の地位を不当に利

用して、その注文した建設工事に使用する資材若しくは機械器具又はこれら

の購入先を指定し、これらを請負人に購入させて、その利益を害してはなら

ない。  

 

（発注者に対する勧告）  

第１９条の５ 建設業者と請負契約を締結した発注者（私的独占の禁止及び公

正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号）第２条第１項に規定

する事業者に該当するものを除く。）が前２条の規定に違反した場合におい

て、特に必要があると認めるときは、当該建設業者の許可をした国土交通大

臣又は都道府県知事は、当該発注者に対して必要な勧告をすることができる。  

 

（下請負人の意見の聴取）  

第２４条の２ 元請負人は、その請け負つた建設工事を施工するために必要な

工程の細目、作業方法その他元請負人において定めるべき事項を定めようと

するときは、あらかじめ、下請負人の意見をきかなければならない。  

 

（下請代金の支払）  

第２４条の３ 元請負人は、請負代金の出来形部分に対する支払又は工事完成

後における支払を受けたときは、当該支払の対象となつた建設工事を施工し

た下請負人に対して、当該元請負人が支払を受けた金額の出来形に対する割

合及び当該下請負人が施工した出来形部分に相応する下請代金を、当該支払

を受けた日から１月以内で、かつ、できる限り短い期間内に支払わなければ



 

 

ならない。  

２  元請負人は、前払金の支払を受けたときは、下請負人に対して、資材の購

入、労働者の募集その他建設工事の着手に必要な費用を前払金として支払う

よう適切な配慮をしなければならない。  

 

 

○  家内労働法（昭和４５年法律第６０号）（抄）  

（目的）  

第１条 この法律は、工賃の最低額、安全及び衛生その他家内労働者に関する

必要な事項を定めて、家内労働者の労働条件の向上を図り、もつて家内労働

者の生活の安定に資することを目的とする。  

（第２項 略） 

 

（定義） 

第２条 この法律で「委託」とは、次に掲げる行為をいう。  

一  他人に物品を提供して、その物品を部品、附属品若しくは原材料とする

物品の製造又はその物品の加工、改造、修理、浄洗、選別、包装若しくは

解体（以下「加工等」という。）を委託すること。  

二  他人に物品を売り渡して、その者がその物品を部品、附属品若しくは原

材料とする物品を製造した場合又はその物品の加工等をした場合にその

製造又は加工等に係る物品を買い受けることを約すること。  

  

２  この法律で「家内労働者」とは、物品の製造、加工等若しくは販売又はこ

れらの請負を業とする者その他これらの行為に類似する行為を業とする者で

あつて厚生労働省令で定めるものから、主として労働の対償を得るために、

その業務の目的物たる物品（物品の半製品、部品、附属品又は原材料を含む。）

について委託を受けて、物品の製造又は加工等に従事する者であつて、その

業務について同居の親族以外の者を使用しないことを常態とするものをいう。  

３  この法律で「委託者」とは、物品の製造、加工等若しくは販売又はこれら

の請負を業とする者その他前項の厚生労働省令で定める者であつて、その業

務の目的物たる物品（物品の半製品、部品、附属品又は原材料を含む。）に

ついて家内労働者に委託をするものをいう。  

（第４項から第６項 略） 

 

（家内労働手帳）  

第３条 委託者は、委託をするにあたつては、家内労働者に対し、厚生労働省



 

 

令で定めるところにより、家内労働手帳を交付しなければならない。  

２  委託者は、委託をするつど委託をした業務の内容、工賃の単価、工賃の支

払期日その他厚生労働省令で定める事項を、製造又は加工等に係る物品を受

領するつど受領した物品の数量その他厚生労働省令で定める事項を、工賃を

支払うつど支払つた工賃の額その他厚生労働省令で定める事項を、それぞれ

家内労働手帳に記入しなければならない。  

（第３項 略） 

 

（就業時間）  

第４条 委託者又は家内労働者は、当該家内労働者が業務に従事する場所の周

辺地域において同一又は類似の業務に従事する労働者の通常の労働時間をこ

えて当該家内労働者及び補助者が業務に従事することとなるような委託をし、

又は委託を受けることがないように努めなければならない。  

（第２項 略） 

 

（委託の打切りの予告）  

第５条 ６月をこえて継続的に同一の家内労働者に委託をしている委託者は、

当該家内労働者に引き続いて継続的に委託をすることを打ち切ろうとすると

きは、遅滞なく、その旨を当該家内労働者に予告するように努めなければな

らない。  

 

（工賃の支払）  

第６条 工賃は、厚生労働省令で定める場合を除き、家内労働者に、通貨でそ

の全額を支払わなければならない。  

２  工賃は、厚生労働省令で定める場合を除き、委託者が家内労働者の製造又

は加工等に係る物品についての検査（以下「検査」という。）をするかどう

かを問わず、委託者が家内労働者から当該物品を受領した日から起算して１

月以内に支払わなければならない。ただし、毎月一定期日を工賃締切日とし

て定める場合は、この限りでない。この場合においては、委託者が検査をす

るかどうかを問わず、当該工賃締切日までに受領した当該物品に係る工賃を、

その日から１月以内に支払わなければならない。  

 

 

○  労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）（抄）  

（元方事業者の講ずべき措置等）  

第２９条 元方事業者は、関係請負人及び関係請負人の労働者が、当該仕事に



 

 

関し、この法律又はこれに基づく命令の規定に違反しないよう必要な指導を

行なわなければならない。  

２  元方事業者は、関係請負人又は関係請負人の労働者が、当該仕事に関し、

この法律又はこれに基づく命令の規定に違反していると認めるときは、是正

のため必要な指示を行なわなければならない。  

３  前項の指示を受けた関係請負人又はその労働者は、当該指示に従わなけれ

ばならない。 

 

第２９条の２ 建設業に属する事業の元方事業者は、土砂等が崩壊するおそれ

のある場所、機械等が転倒するおそれのある場所その他の厚生労働省令で定

める場所において関係請負人の労働者が当該事業の仕事の作業を行うときは、

当該関係請負人が講ずべき当該場所に係る危険を防止するための措置が適正

に講ぜられるように、技術上の指導その他の必要な措置を講じなければなら

ない。  

 

（特定元方事業者等の講ずべき措置）  

第３０条 特定元方事業者は、その労働者及び関係請負人の労働者の作業が同

一の場所において行われることによつて生ずる労働災害を防止するため、次

の事項に関する必要な措置を講じなければならない。  

一  協議組織の設置及び運営を行うこと。  

二  作業間の連絡及び調整を行うこと。  

三  作業場所を巡視すること。  

四  関係請負人が行う労働者の安全又は衛生のための教育に対する指導及

び援助を行うこと。  

五  仕事を行う場所が仕事ごとに異なることを常態とする業種で、厚生労働

省令で定めるものに属する事業を行う特定元方事業者にあつては、仕事の

工程に関する計画及び作業場所における機械、設備等の配置に関する計画

を作成するとともに、当該機械、設備等を使用する作業に関し関係請負人

がこの法律又はこれに基づく命令の規定に基づき講ずべき措置について

の指導を行うこと。  

六  前各号に掲げるもののほか、当該労働災害を防止するため必要な事項  

 ２  特定事業の仕事の発注者（注文者のうち、その仕事を他の者から請け負

わないで注文している者をいう。以下同じ。）で、特定元方事業者以外のも

のは、一の場所において行なわれる特定事業の仕事を２以上の請負人に請け

負わせている場合において、当該場所において当該仕事に係る２以上の請負

人の労働者が作業を行なうときは、厚生労働省令で定めるところにより、請



 

 

負人で当該仕事を自ら行なう事業者であるもののうちから、前項に規定する

措置を講ずべき者として１人を指名しなければならない。一の場所において

行なわれる特定事業の仕事の全部を請け負つた者で、特定元方事業者以外の

もののうち、当該仕事を２以上の請負人に請け負わせている者についても、

同様とする。  

３  前項の規定による指名がされないときは、同項の指名は、労働基準監督署

長がする。  

４  第２項又は前項の規定による指名がされたときは、当該指名された事業者

は、当該場所において当該仕事の作業に従事するすべての労働者に関し、第

１項に規定する措置を講じなければならない。この場合においては、当該指

名された事業者及び当該指名された事業者以外の事業者については、第１項

の規定は、適用しない。  

 

（注文者の講ずべき措置）  

第３１条 特定事業の仕事を自ら行う注文者は、建設物、設備又は原材料（以

下「建設物等」という。）を、当該仕事を行う場所においてその請負人（当

該仕事が数次の請負契約によつて行われるときは、当該請負人の請負契約の

後次のすべての請負契約の当事者である請負人を含む。第３１条の３におい

て同じ。）の労働者に使用させるときは、当該建設物等について、当該労働

者の労働災害を防止するため必要な措置を講じなければならない。  

２  前項の規定は、当該事業の仕事が数次の請負契約によつて行なわれること

により同一の建設物等について同項の措置を講ずべき注文者が２以上あるこ

ととなるときは、後次の請負契約の当事者である注文者については、適用し

ない。  

 

 



 

 

在宅ワークの適正な実施のためのガイドライン 
 
 

第１  趣旨 

  このガイドラインは、在宅ワークを安心して行うことができるようにし、

かつ、後に紛争が起こることを未然に防止するため、在宅ワークの契約条

件の文書明示や契約条件の適正化などについて必要な事項を示すものであ

る。在宅ワークの仕事を注文する者は、契約を締結する際には、在宅ワー

カーと協議した上で契約の内容を決定するとともに、第３に示す内容を守

っていくことが求められる。 
 

第２ 定義                                                

      このガイドラインにおける以下の用語の意味は、それぞれに定めるとこ

ろによる。 

   (1) 在宅ワーク 

 情報通信機器を活用して請負契約に基づきサービスの提供等を行う在

宅形態での 

   就労のうち、主として他の者が代わって行うことが容易なものをいい、

例えば文章   入力、テープ起こし、データ入力、ホームページ作成などの

作業を行うものがこれ   に該当する場合が多い。ただし、法人形態により

行っている場合や他人を使用して   いる場合などを除く。 

   (2) 在宅ワーカー 

        在宅ワークを行う者をいう。                         

   (3) 注文者 

  在宅ワークの仕事を在宅ワーカーに注文する者をいう。 
 

第３ 注文者が守っていくべき事項 

   (1) 契約条件の文書明示及びその保存 

   イ 契約条件の文書明示 

注文者は、在宅ワーカーと在宅ワークの契約を締結するときには、

在宅ワーカーと協議の上、在宅ワーカーに対して、次の①から⑦の事

項を明らかにした文書を交付すること。 

  ただし、契約関係が一定期間継続し、受発注が繰り返されるような

場合、各回の受発注に共通する事項を包括的な契約とし、納期等各回

の個別の事項をその都度の契約内容として、それぞれ明示することも

可能であること。 

    ① 注文者の氏名、所在地、連絡先 

       ② 注文年月日 



 

 

    ③ 注文した仕事の内容 

    ④ 報酬額、報酬の支払期日、支払方法 

    ⑤ 注文した仕事にかかる諸経費の取扱い   

    ⑥ 成果物の納期、納品先、納品方法 

    ⑦ 成果物が不完全であった場合やその納入が遅れた場合の取扱い

（補修が求められる場合の取扱いなど） 

  なお、文書を交付する際には、別紙のモデル契約様式の活用が望ま

しい。 

   ロ 契約条件の文書保存 

注文者は、在宅ワーカーとの契約条件をめぐる紛争を防止するため、

上記イの事項を記載した文書を３年間保存すること。 

      ハ 電子メールによる明示 

上記イの①から⑦の事項は、文書の交付に代えて電子メールにより

明示してもよい。ただし、その場合でも、在宅ワーカーから文書の交

付を求められたときは、速やかに文書をその在宅ワーカーに交付する

こと。 
 

  (2) 契約条件の適正化 

     イ 報酬の支払 

       ① 報酬の支払期日 

報酬の支払期日については、注文者が在宅ワーカーから成果物を

受け取った日から起算して３０日以内とし、長くても６０日以内と

すること。 

    ② 報酬の額 

           報酬の額については、同一又は類似の業務に従事する在宅ワーカ

ーの報酬、 

          注文した仕事の難易度、納期の長短、在宅ワーカーの能力等を考慮

することに     より、在宅ワーカーの適正な利益の確保が可能となるよ

うに決定すること。 

      なお、報酬の額については、最低賃金を参考にすることも考えら

れる。 

   ロ 納期 

納期については、在宅ワーカーの作業時間が長時間に及ばないよう

に設定すること。その際には、通常の労働者の１日の労働時間（８時

間）を目安とすること。 

     ハ 継続的な注文の打切りの場合における事前予告 



 

 

 同じ在宅ワーカーに、例えば６月を超えて毎月１回以上在宅ワーク

の仕事を注文しているなど継続的な取引関係にある注文者は、在宅ワ

ーカーへの注文を打ち切ろうとするときは、速やかに、その旨及びそ

の理由を予告すること。 

   ニ その他 

 成果物が不完全であったことやその納入が遅れたことにより損害が

生じた場合に、上記(1)のイに基づきあらかじめ契約書において在宅ワ

ーカーが負担すると決めている範囲を超えて責任を負わせないように

すること。 
 

  (3) その他 

    イ 個人情報の保護 

 注文者は、業務上知り得た在宅ワーカーの個人情報について、本人

の同意なく無断で、目的外の使用、第三者への提供その他漏洩行為を

行わないこと。 

   ロ 健康確保措置 

 ＶＤＴ作業（注）の適正な実施方法、腰痛防止策などの健康を確保す

るための手法について、注文者が在宅ワーカーに情報提供することが

望ましいこと。 

     ハ  能力開発機会の付与 

  注文者は、在宅ワーカーの能力の維持向上を図ることを目的として

必要な能力開発機会を付与することが望ましいこと。 

      ニ 担当者の明確化 

          注文者は、あらかじめ、在宅ワーカーから問い合わせや苦情等があ

った場合に    それを受け付ける担当者を明らかにすることが望ましいこ

と。 
 
 
  （注）ＶＤＴ作業とは、ディスプレイ、キーボード等により構成されるＶＤＴ機器
を使用し    て、データの入力・検索・照合等、文書・画像等の作成・編集・修正
等、プログラミン    グ、監視等を行う作業（平成１４年４月厚生労働省「ＶＤＴ
作業における労働衛生管理    のためのガイドライン」(参考)参照）。



 

 

別紙 

   〈在宅ワーク・モデル契約様式－参考例－〉 

   

○ ○ 業 務 契 約 書                 

   
   

    注文者◇◇（以下、Ａという。）は、この契約に定める条件で○○に関す

る業務を     在宅ワーカー△△（以下、Ｂという。）に注文し、Ｂはこれを受

注します。 

    本契約に定めのない事項又は本契約の内容等に疑義が生じた場合には、そ

の都度、   Ａ、Ｂ双方が民法をはじめとする法令等を踏まえ誠意をもって協

議します。 
 
 

 

 

  仕事の内容       

 詳細に記入。記入し  き

れない場合は別の  紙に

よる。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  報  酬  額 

 

  単価：           合計： 

 

  支 払 期 日       

  該当する事項のいず  

れか１つにをし、  具体

的に記入 

 

 □         年       月       日 

 □ 納品検収後    日以内 

 □ 毎月    日締め、翌月    日 

 □ その他（                                            ） 

 

  

  支 払 方 法        

  該当する事項のいず   

れか１つに 

 

 □ Ｂ指定の金融機関の口座に振込等（振込手数料を差し引いた  

  金額を振込） 

 □ Ｂ指定の金融機関の口座に振込等（振込手数料はＡが負担） 

 □ その他（                                            ） 

 

 

 

 諸経費の取扱い 

 

  Ａが負担する経費は次のとおりとする。 

 □ 通信費（Ｂ発にかかるもの）   □ 打合せ時の交通費 

 □ 宅配料金（Ｂ発にかかるもの）  □ 資料購入費 



 

 

 （該当する事項に）  

    

 □ 仕事に必要な機器、バージョンアップ費用 

 □ その他（                                            ） 

 

 納    期 

 

           年      月      日まで 

 

  納  品  先 

 

 

 

  納 品 方 法       
 
 （該当する事項に） 
 

 

 □ 電子メール     □ ＦＤ／ＭＯ     □ その他（        ） 
 
 
 

 

 

 

成果物が不完全で

あった場合やその

納入が遅れた場合

の取扱い 

 ＡがＢに補修を求め  

 る場合の取扱いなど 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 【注】 特別な合意をしなかった場合には、民法の債務不履行（415条）、請負人の担保責任 

   （634条～636条）、危険負担(534条～536条）に関する規定が適用されます。     
 

 

 

 

 

 その他連絡事項 

 

 

 

 

 

 

                                                   

                                                   

 

                                                   

                                                   

                                                   

 

                                                   

                                                   

 

   

   Ａ及びＢは、本契約に基づき業務上知り得た情報について、相手方の同意

なく無断 

  で､第三者に提供又は漏洩し､本契約以外の目的に利用してはならないものと



 

 

します。 

    本契約締結後に記載内容に変更が生じた場合は、Ａ、Ｂ協議の上書面によ

り別に定 

  めるものとします。 

   

   上記の証として、本書２通を作成し、双方記名捺印の上、各々１通を保有

します。 
 
 
   平成   年   月   日 

   

    〔注 文 者(Ａ)〕  所 在 地 

   

                 氏   名                                        

 

   

                 連 絡 先 

   

                       担当者氏名 
 
   
    〔在宅ﾜｰｶｰ(Ｂ)〕  住  所 

   

                 氏   名                                        

 

 

 

 

 


